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１ はじめに 

 企業団圏域内に本店を有し、令和８年度建設工事競争入札参加資格審査申請において土木一式・建築一

式・電気・管・水道施設の５業種へ申請した方を対象に格付け（等級区分判定）を行なうにあたり、書類の

提出が必要になります。この手引きでは、必要書類の記載方法等について解説します。 

２ 対象者について 

次の①②どちらにも該当する者。 

①企業団圏域内（北上市・花巻市・紫波町）に本店を有している者 

②令和８年度建設工事競争入札参加資格審査申請において土木一式・建築一式・電気・管・水道施設のい

ずれかに希望した者 

３ 提出について 

(1) 提出期限 

令和８年１月３０日（金） 

(2) 提出方法 

メール（宛先アドレス：nyusatsusanka@iwatetyubu-suido.jp） 

(3) 提出書類一覧 

番

号 
書類の名称 

提出 

区分 
提出対象者等 

１ 
参加希望業種調書 

（様式第１号） 
○ 

【対象者】 

全ての者 

【注意事項】 

技術者数は令和７年 12月 31日時点で記載願います。 

２ 
技術職員名簿 

（様式第２号） 
○ 

【対象者】 

全ての者 

【注意事項】 

技術者要件を確認するため、希望する工事業種に対応する国家資

格や実務経験を有する技術者について、令和７年 12月 31日現在の

状況で記入してください。 

様式第１号の技術職員合計人数と本様式の実人数が一致してい

るか確認してください。 

３ 
配水管及び給水管工事技能

資格者名簿（様式第３号） 
△ 

【対象者】 

水道施設工事を希望する者 

【添付書類】 

資格証写し（該当資格は P8参照） 
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４ 審査について 

今回は中間年申請となりますので、各工事業種のＢ級以上の技術者要件を満たしているかのみを審査し、

認められた場合は、その工事業種のＢ級に格付けします。審査結果は、令和８年３月下旬（予定）に令和８

年度入札参加資格者台帳を企業団ホームページへ掲載してお知らせします。 

 

① 技術者数要件の審査 

  等級区分を行う工事業種における技術者数の要件は、下表のとおりとします。 

工事業種 等級区分 技術者要件 

土木一式工事 
Ａ級 １、２級技術者６人以上 （内、１級技術者３人以上） 

Ｂ級 １、２級技術者３人以上 （内、１級技術者１人以上） 

建築一式工事 
Ａ級 １、２級技術者４人以上 （内、１級技術者２人以上） 

Ｂ級 １、２級技術者３人以上 

電気工事 
Ａ級 １、２級技術者３人以上 （内、１級技術者１人以上） 

Ｂ級 １、２級技術者２人以上 

管工事 
Ａ級 １、２級技術者３人以上 （内、１級技術者１人以上） 

Ｂ級 １、２級技術者２人以上 

水道施設工事 

Ａ級 １、２級技術者３人以上 （内、１級技術者１人以上） 

Ｂ級 １、２級技術者２人以上 

Ａ級・Ｂ

級共通 

配水管及び給水管工事に必要な技能資格を有する者を直接雇用している

こと。（該当する技能資格は、５ページを参照。） 

注１ １級とは１級建設機械施工技士、各業種の１級施工管理技士、１級建築士、各業種の技術士及び監

理技術者資格者証の交付を受けている技術者とします。１級技士補のみ保有の場合は対象外です（別

表１参照） 

注２ ２級は、建設業法に定める主任技術者となりうる国家資格等を所有する者で、上記１級の者を除く

者とします。２級技士補は対象外です。 

 

 

５ その他 

 様式のエクセルファイルにチェックリストを添付していますのでご利用ください。 

申請書の重要な事項に虚偽の記載や記載しなかったことが明らかになった場合は、建設工事競争入札加

資格者台帳に登載しませんので、注意してください。 
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別表１ 

 

資格区分表 

根拠 コード 資格区分 

工事種別 

土
木 

建
築 

電
気 

管 水
道
施
設 

建設業法 

001 法第７条第２号イ該当 △ △ △ △ △ 

002 法第７条第２号ロ該当 △ △ △ △ △ 

003 法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上） △ △ △ △  

004 法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）     △ 

111 一級 建設機械施工技士 ◎     

212 二級    〃    （第１種～第６種） ○     

113 一級 土木施工管理技士 ◎    ◎ 

214 二級    〃    （土木） ○    ○ 

215 二級    〃    （鋼構造物塗装）（５年）     ○ 

216 二級    〃    （薬液注入）（５年）     ○ 

120 一級 建築施工管理技士  ※水道施設（３年）  ◎   ○ 

221 二級    〃    （建築） ※水道施設（５年）  ○   ○ 

222 二級    〃    （躯体）（５年）     ○ 

223 二級    〃    （仕上げ）（５年）     ○ 

127 一級 電気工事施工管理技士   ◎   

228 二級    〃   ○   

129 一級 管工事施工管理技士 ※水道施設（３年）    ◎ ○ 

230 二級    〃      ※水道施設（５年）    ○ ○ 

133 一級 造園施工管理技士 （３年）     ○ 

234 二級 造園施工管理技士 （５年）     ○ 

建築士法 
137 一級 建築士  ◎    

238 二級  〃  ○    

技術士法 

141 建設・総合技術監理（建設） ◎  ◎   

142 
建設「鋼構造及びコンクリート」・総合技術監理（建設「鋼 

構造及びコンクリート」） 
◎  ◎   

143 農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」） ◎     

144 電気電子・総合技術監理（電気電子）   ◎   

146 
機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（機械「流体

工学」又は「熱工学」） 
   ◎  

147 上下水道・総合技術監理（上下水道）    ◎ ◎ 
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根拠 コード 資格区分 
土
木 

建
築 

電
気 管 

水
道
施
設 

技術士法 

148 
上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水 

道「上水道及び工業用水道」） 
   ◎ ◎ 

149 水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」） ◎     

151 森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」） ◎     

152 衛生工学・総合技術監理（衛生工学）    ◎  

153 衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）    ◎ ◎ 

154 
衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管

理」） 
   ◎ ◎ 

電気工事

士法 

155 第一種 電気工事士   ○   

256 第二種 電気工事士（３年）   ○   

電気事業

法 

258 電気主任技術者（第１種～第３種）（５年）   ○   

水道法 265 給水装置工事主任技術者（１年）    ○  

職業能力

開発促進

法 

170 一級建築板金「ダクト板金作業」    ○  

270 二級建築板金「ダクト板金作業」（３年）    ○  

174 一級冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管    ○  

274 二級冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（３年）    ○  

175 一級給排水衛生設備配管    ○  

275 二級給排水衛生設備配管（３年）    ○  

176 一級配管・配管工    ○  

276 二級配管・配管工（３年）    ○  

 
062 建築設備士（１年）   ○ ○  

063 計装（１年）   ○ ○  

 

 備 考 

 （１） 「◎」は、技術者要件で「１級相当」に、「○」及び「△」は「２級相当」にそれぞれ該当 

    するものです。 

 （２） 実務経験を有する者とは以下のとおりです。 

   ① 建設業法第７条第２号イ 

高等学校の指定学科卒業後       ５年以上 

大学及び高等専門学校の指定学科卒業後 ３年以上 

   ② 建設業法第７条第２号ロ 

上記以外 10年以上 

 （３） 資格名の右側に括弧書きで記載されている年数は、当該資格を取得するための試験に合格 

    した後、建設業法第７条第２号ハに該当する者となるために必要な実務経験の年数です。 

 （４） 職業能力開発促進法による等級区分が２級の場合は、合格後３年以上の実務経験を要しま 

    す。ただし、平成 16年４月１日時点で合格していた者は実務経験１年以上を要します。 



 5 

  

別表２ 

 技能資格 認定事業所 

配
水
管
工
事 

ア 配水管技能者登録証（耐震継手又は大口径管） 

イ JDPA継手接合研修会受講証 

ウ 水道配水用ポリエチレン管・継手施工 

講習会受講証 

 

※上記資格と同程度の講習内容を持つ地域限定及び

メーカー主催の講習会でも可。 

ア （公社）日本水道協会 

 

イ （一社）日本ダクタイル鉄管協会 

ウ 配水用ポリエチレンパイプシステム

協会 

（
穿
孔
） 

給
水
管
工
事 

 エ 給水装置工事配管技能者証 エ （公財）給水工事技術振興財団 

注１ 技能資格を有する者と技術者は、重複していてもかまいません。 

注２ 配水管工事及び給水管工事に対する技能資格を有する者は、重複していてもかまいません。 


